
信頼の危機

多くの科学者が少ない仕事や研究助成金をめぐって激しい争奪戦を繰り広げている米国では、科学者というキャ
リアの魅力が失われつつある。景気対策法により科学関連の予算が大幅に増額される今こそ、現状を精査して、
より慎重に将来の計画を立てることが必要である。
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A	crisis	of	confidence

Nature 2009 年 2 月 5 日号 p.650 の News Feature では、
Jill Rafael-Fortney と Darcy Kelley という 2 人の科学者
が、極めて厳しい資金調達環境のなかで研究室を運営する
ために奮闘するようすを取り上げている。2 人の姿は、米
国全土で若手研究者を苦しめているキャリアの危機を映し
出している。現在、米国内の科学者の人数に対して、提供
されるポストと予算があまりにも少なく、これらをめぐっ
て激しい争奪戦が繰り広げられているのである。科学界の
リーダーや科学政策に影響力をもつ議員は、こうした現状
を見落とすことなく、米国の科学事業の未来を計画してい
かなければならない。

現在、米国議会では一連の景気対策法案が審議されてお
り、これにより科学関連の予算も数十億ドル（約数千億円）
の規模で増額されると見込まれている（訳注：景気対策法
は2月17日に成立）。そのこと自体は、研究者にとって願っ
てもない話である（Nature 2009 年 1 月 22 日号 pp.364-
365 参照）。しかし、慎重な計画とその後の持続的な資金
供給がないのなら、この突然の資金注入は、キャリアの危
機を緩和するどころか、かえって深刻化させる可能性があ
る。実際、今回の景気対策は、1998 年から 2003 年にか
けて実施された米国立衛生研究所（NIH）の予算倍増の結
末を繰り返してしまうおそれがある。当時、年々増えてい
く予算を背景に新たに採用された科学者たちのキャリア
は、その後の予算がほぼ横ばい状態になったため、あえな
く崩壊してしまったのである。

実のところ、米国もそのほかのいかなる国も、今後必要
となる科学者とエンジニアの人数を計算する方法を知らな
いばかりか、現在必要とされている科学者とエンジニアの
数すら計算できずにいる。けれども現状では、米国の科学

者とエンジニアが余剰となっている可能性を示す徴候が見
受けられる。

需給のミスマッチ
このミスマッチは、今回の金融危機よりもずっと前から起
きていたことであり、多くの分野に影響を及ぼしている。
キャリアの危機は生物医学の分野で特に深刻で、大学では
過去20年間に生物医学の博士号取得者がほぼ倍増したが、
この分野の終身職のポストの数も、それにつながるポスト
の数も増えていない。学術研究職についた人々は、その地
位を確保するのに必死である。生物医学研究に対する助成
金をめぐる競争が激化しているからである。

それこそが科学研究の本来の姿だと主張する人もいるだ
ろう。こうしたクールな理屈に立脚すれば、多くの科学者
が少ない仕事や研究助成金をめぐって競争する結果、真に
並外れた研究だけに税金が使われるようになり、国家とし
ては恩恵を受けるということになる。

競争によってすぐれた研究が育てられること、そして科
学研究機関が自らの研究ポートフォリオを厳選すべきであ
ることは間違いない。しかし、それも度を越すと、研究助
成金、論文発表、終身職ポストをめぐる過当競争が起きて、
個々の科学者はもとより、国家や科学そのものも痛手を負
うことになる。この過程で最もすぐれた若手科学者が選抜
されることはなくなり、その代わりに、最も聡明な学生の
多くが科学研究とはまったく関係のない世界に流出してい
くことになる。彼らは、科学研究の世界に入ることがもた
らすリスクが利益より大きいことに気づき、別のキャリア
を選ぶのである。現に、この 10 年の間に、トップクラス
の学生が実業やその他の職業を選ぶ傾向が顕著になってき
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ており、米国では理工系の博士号取得者の数が 1990 年代
中ごろをピークに減少している。科学の世界に残り、研究
に一生を捧げようとする人々でさえ、本来の仕事である研
究に打ち込める時間を奪われている。2007 年の FDP（連
邦デモンストレーションパートナーシップ、米国ワシント
ン DC）の調査によれば、典型的な研究者は、1 週間の労
働時間の約 40％を研究助成金申請関連の業務やほかの管
理業務に費やしているという。

バブルの経験に学ぶ
我々は、現在の環境で苦戦を強いられている研究者に対し
て具体的な解決法を提示することはできない。しかし、政
府や大学は、過去の失敗を繰り返さないようにもっと多く
の手を打つことができるはずだ。米国の指導者にとってな
によりも重要なのは、NIH の資金バブルの教訓を心に留
め、科学予算の長期的かつ予測可能な増額に取り組むこと
である。考えなしに現金をばらまいても、再びバブルを作っ
てしまうだけである（Nature 2009 年 2 月 5 日号 p.649
参照）。関係部局は最近、科学に新しい発想をもたらす若
手研究者にもっと多くの資金を提供するための取り組みを
始めているが、これを精緻化し、拡大していかなければな
らない。

米国政府や大学の当局者はまた、次世代の研究者の卵た
ちを養成する方法と、そのための人員計画について慎重に
検討しなければならない。この点は、多くの一流の研究者
や有識者会議も指摘している。特に大学は、大学院生の博

士課程を早急に見直して、伝統的な学術機関の枠組みの外
側にある職業につくための訓練も施すべきである。

景気が悪化している今、こうした取り組みの緊急性はま
すます高まっている。これまでの景気後退の時と同様に、
米国の研究機関には理工系博士課程への進学申込みが殺到
しているからである（同 p.642 参照）。学生たちが博士課
程に進もうとしているまさにこのとき、産業界では研究職
が数千人単位で削減されている。数年後に博士号取得者が
どっと増えるときまでに、こうした仕事が復活していると
よいのだが。

近年、大学の内外でキャリアを始めようとする若手研究
者を支援する組織がいくつか設立されている。学生自身が
立ち上げたオルタナティブキャリアクラブもその一例であ
る。しかし、こうした方策だけでは不十分である。博士課
程には、現行のものよりもきめ細かい進路相談と職業訓練
プログラムを当初から組み込むべきである。改革志向の学
生部長たちはずっと前からこうした変革を推進してきた
が、教職員から強い抵抗を受けてきた。その理由の 1 つに、
教職員たちがはっきりということはないものの、その頭に
は「大学を離れる者は能力が足りない者だ」という時代遅
れの偏見が染みついていることが挙げられる。

科学界のリーダーたちが数字ばかりを見て、現実に助成
研究計画書を書き、研究を行い、自らのキャリアが破綻し
ないように四苦八苦している個々の研究者の姿が見えてい
ないのであれば、能力が足りないのはリーダーたち自身で
あるといわざるを得ない。 ■
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オハイオ州立大学で筋ジストロフィーのマウスモデルを研究している Jill Rafael-Fortney、もうすぐ 39 歳（左）。ニューヨークのコロンビア

大学の教授でアフリカツメガエルを使って音声認識や発声の脳回路を研究している Darcy Kelley、59 歳（右）。いずれも最近、研究助成金

の更新に失敗した。Nature 2009 年 2 月 5 日号 p.650 の News Feature「Closing arguments」より。
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